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背景 

児童思春期にあたる中学生の時期は，精神保健上の様々な不適応が発生し始める．精神障害の発

病後，治療の開始までの期間であるDUPが延長した場合には，治療効果が乏しくなると報告されて

いる．加えて，治療が遅れた場合の経済的なコストは増える傾向がある． しかし児童思春期は，精

神健康上の問題の多さにも関わらず，問題を抱えた者の半数から4/5は相談を求めないというサー

ビスギャップが指摘されている． 

そこで本研究では，精神的不調に陥った思春期児童の早期介入を目的として，中学生を対象とし

た精神保健教育を実施し，三年間に渡る教育効果を，介入群と対照群の比較対照試験の研究デザイ

ンによって，援助希求(態度)行動と関連要因を比較することとした． 

プログラム理論に基づき効果指標を配置し，主要アウトカムを精神的不調時の援助希求に関する



「行動」とし，それに影響を及ぼす副次的なアウトカムを「知識」，「意識」，「態度」と健康教育に

対応する各概念を仮定して，評価を実施することとした．  

 

方法 

島根県D市内にある公立中学校3校を介入群と対照群に振り分け,平成17年度から平成19年度に

かけて在籍した中学生の一学年を対象に介入（教育）を中学三年間実施し，その効果を追跡した． 1

年次は，講義と任意の参加者による見学を組み合わせた教育プログラムとして【ストレスとこころ

の病】【こころの相談施設の紹介・説明】【メンタルヘルスに関する相談施設の見学】【体験内容の振

り返り】【シェアリング】【当事者との交流プログラム・まとめ】を実施した．2 年次は【こころの

健康に関する体験学習(2年)】3年次は【こころの健康に関する体験学習(3年)】のテーマで実施し

た．効果指標は「知識」として【精神障害の知識度尺度】と【専門相談機関に関する知識度尺度】

を評価した．「意識」として【こころの相談に関するイメージ尺度】と【精神障害者の自立性と権利

の尊重に対する消極的態度尺度】【精神障害の罹患可能性の意識尺度】【精神健康状態】の自覚を評

価した．また「態度」として【専門相談機関への相談意向態度尺度】と【ASPH】，「行動」として【援

助希求行動】を評価した． 

 

分析 

教育による長期効果について，介入群と対照群との間でベースラインの尺度得点の差を，各時点

(4週，12ヵ月，24ヵ月，27ヵ月) 後で比較した(t検定)．また基本属性の従属変数「専門相談機

関への相談意向態度尺度」と，「ASPH」に対する関連を，介入後の各時点の分散分析によって交互作

用(性別，介入有無，性別×介入有無)を検定した．  

援助希求行動を，全体および精神健康度が低い群(GHQ4点以上群)の場合とで，各時点(12ヵ月後，

24ヵ月後，27ヵ月後)χ²検定によって比較した．介入後の各時点で，ロジスティック回帰分析によ

って (性別，介入有無)を検定した．   



短期効果は，介入群と対照群の間で，ベースライン(0 週)と比較して 4 週間後の尺度得点を比較

した(t検定)．基本属性(地域，性別)の従属変数に対する関連を，「専門相談機関への相談意向態度

尺度」と，「ASPH」の介入前後の得点差(介入前と4週後)を従属変数，介入有無，性別，地域を独立

変数とした重回帰分析を行った．なお有意水準には 5％を用いた．ただし長期効果における多重性

の調整にはBonferroniの補正を用いた． 

 

結果 

(1)教育による長期的な介入効果  

「知識」に対応する「精神障害の知識度」の4週後は,ベースラインと比較して介入群が対照群に

比べて有意に高く(t=-8.51, p<0.001)12ヵ月後 (t=-3.36, p<0.001)，24ヶ月後(t=-1.44, p=0.152) 

と介入群と対照群との間の得点差は小さくなり,27 ヶ月後(t=-2.43, p=0.016)は再び得点差が大き

くなった．「専門相談機関に関する知識度」もほぼ同様の結果であった．「意識」に対応する「ここ

ろの相談に関するイメージ尺度」の得点の変化は，4週後では介入群が対照群に比べて高く(t=-2.14, 

p0.034)，12ヶ月後では (t=-1.92, p0.057)その差が小さくなるが，24ヶ月(t=-2.12, p=0.035)，

27ヵ月 (t=-2.56, p=0.011)後は介入群の方が対照群に比べて再び高かった．「罹患可能性の意識尺

度」は，4 週後では介入群で対照群と比べて得点差が有意であり (t=-3.23, p=0.002)，その後 12

ヵ月後では有意差がなくなるが(t=-0.64, p=0.525)，24ヶ月後時点(t=-2.11, p=0.036)，27ヵ月後

時点(t=-2.74, p=0.007)で再び有意差が見られた．「態度」に対応する「専門相談機関への相談意向

態度尺度」(図1)の4週後(t=-2.73, p=0.008) および12ヶ月後(t=-2.95, p=0.004) は介入群で対

照群と比べて有意に高かった.12ヵ月後時点では，介入群では態度がネガティブに変化していたが，

対照群も同様に得点差が小さくなった．しかしそれ以降は介入群と対照群との間で有意な差は見ら

れなかった．また「ASPH」は，4週後(t=-3.47, p=0.001) に介入群で対照群と比べて有意に高かっ

た．12ヵ月後時点では(t=-2.12, p=0.036)介入群では態度がネガティブに変化したが，対照群も同

様に得点差が下降した．24ヶ月後 (t=-1.69, p=0.093)， 27ヶ月後 (t=-2.40, p=0.018) には介入



群と対照群との間で得点差が大きくなる傾向が見られた． 

長期的効果における援助希求態度尺度の得点差を従属変数とした分散分析の結果から，各尺度い

ずれの時点でも「性別×介入有無」の交互作用に有意差はみられなかった．「専門相談機関への相

談意向態度尺度」では 12 ヶ月後の時点において，さらに「ASPH」は，24 ヶ月後以外すべての時点

において「介入有無」には有意差が見られており，介入が「有る」ことが長期効果から見ても援助

希求態度に最も寄与することが分かった(表1)．  

「行動」について，「相談経験の有無」と援助希求態度尺度の関連は図2の通りであった．また精

神健康度の低い者の援助希求行動割合では（表 2）， 12 ヵ月後時点で，介入群では 90．3％と対照

群の40％と比較して有意に高かった(p=0.003)． 24ヵ月後も同様に94．4％と介入群は，対照群の

71．4％と高かった (p=0.044)． 27 ヵ月後も介入群の相談割合は高かった．「相談経験の有無」を

従属変数としたロジスティック回帰分析結果から(表3)，各時点(実施12ヶ月，24ヶ月，27ヶ月後)

では「相談経験の有無」に対して，実施12ヵ月後時点で「介入有無」(β=1.52, χ²=6.70，p<0.001)

と「性別」(β=1.82, χ²=10.52，p=0.001)は「相談経験の有無」に対して有意であり,介入が「有

る」こと「女性」であることが，寄与することが分かった．なお性×介入有無の交互作用はいずれ

の時点でも有意ではなかった．  

(2) 教育による短期的な介入効果 

援助希求態度の「専門相談機関への相談意向態度尺度」と，「ASPH」の介入前と4週後の得点差を

従属変数として重回帰分析を行った(表4)．その結果，介入が「有る」ことが，「専門相談機関への

相談意向態度尺度」(β=0.29, p<0.001)と「ASPH(専門的心理的援助への態度尺度)」(β=0.35, 

p<0.001)に短期効果においては援助希求態度に最も寄与することが分かった．しかし「性別」と「地

域別」には有意な関連は見られなかった． 

 

考察 

「行動」に対応する，援助希求行動への効果として，2 年次の介入群の相談経験は「有り」の割



合が有意に高く，介入群は80．8％と対照群の45．5％の約1．8倍高くロジスティック回帰分析か

らも「介入有無」は有意であったことからも介入は援助希求行動を促進させたことが分かった． 

また援助希求行動について介入の長期効果から，精神健康度の低い者が悩みを有した際の，介入

群における相談割合は特に12ヶ月後まで有意に高く相談行動に移していた．このことは特に標的と

する集団における「行動」レベルでの効果が認められた結果であるといえよう．特に中学2年生に

対する早期介入が結果的に実現されたと考えれば，本精神保健教育の意義はあったといえよう． 

限界として本研究の対象者は研究デザイン上の限界からクラスターランダム化が行われていない

ことから，介入群と対照群で条件が偏っていた可能性がある．特に海村地域の効果が大きい傾向が

見られたことなどから，基本属性の違いが効果に反映された可能性がある。今後は対象者をクラス

ター化し，ランダムにプログラムを割り当てて，介入効果を検討する必要がある． 

 

結論        

中学生に対する精神保健教育による早期の援助希求に関する知識，態度，行動に対する介入効果

について三年間にわたる比較対照試験により評価した． 

1． 教育によって中学生が悩みを持った際に援助希求行動を取る割合は12ヶ月後に，特に標的とす

る精神健康度が低い群(GHQ12 が 4点以上)では12ヶ月および24ヵ月後に，介入によって有意

に増加した. 

2． 教育プログラムの教育4 週間後の短期効果では，援助希求態度尺度得点に対して有意な介入効

果が認められた. 

以上から，今回開発した本精神保健教育プログラムが中学生における援助希求に関する態度，精

神的不調時の援助希求行動を改善する効果があることが示唆された.今後は，さらに長期効果を高め

るための教育プログラムの開発が課題である． 



図1 「態度」概念を構成する尺度（長期効果・群毎） 
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* : P<0.05 (ただし多重性の調整にはBonferroniの補正を用いた) 【介入群と対照群の有意差（時点毎・ベースラインとの得点差）】

ASPH：Attitude toward Seeking Professional psychological Help scale（専門的心理的援助への態度尺度） 

 

表1 援助希求行動尺度の得点差を従属変数とした分散分析 

 

F
有意確率

偏η

2

F
有意確率

偏η

2

F
有意確率

偏η

2

F
有意確率

偏η

2

介入有無 4.67 0.032 0.031 11.04 0.001 0.071 0.38 0.541 0.003 4.59 0.034 0.032

性別 0.67 0.413 0.005 3.73 0.055 0.025 0.50 0.481 0.004 2.68 0.104 0.019

性別×介入有無 0.11 0.735 0.001 0.01 0.905 0.000 0.97 0.327 0.007 0.60 0.438 0.004

R

2

調整済みR

2

F
有意確率

偏η

2

F
有意確率

偏η

2

F
有意確率

偏η

2

F
有意確率

偏η

2

介入有無 12.91 0.000 0.084 6.64 0.011 0.044 3.00 0.086 0.022 6.51 0.012 0.046

性別 1.06 0.304 0.007 4.94 0.028 0.033 0.42 0.517 0.003 1.00 0.320 0.007

性別×介入有無 0.64 0.426 0.005 0.25 0.621 0.002 2.48 0.118 0.018 0.27 0.603 0.002

R

2

調整済みR

2

0.066 0.044 0.017 0.026

0.086 0.064 0.038 0.047

ASPH（前後差）

4週後 12ヶ月後 24ヶ月後 27ヶ月後

-0.012

0.042

0.0220.026 0.065

24ヶ月後 27ヶ月後

専門相談機関への相談意向態度（前後差）

0.046

4週後 12ヶ月後

0.084 0.01

 

 



図2   援助希求行動尺度の得点差の推移と「相談経験」有無の割合（長期効果・群毎）  
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* : P<0.05 (ただし多重性の調整にはBonferroniの補正を用いた) 【介入群と対照群の有意差（時点毎・ベースラインとの得点差）】 

相談あり：悩みがあった者の相談経験有の割合 

専門：専門相談機関への相談意向態度尺度 

ASPH：Attitude toward Seeking Professional psychological Help scale（専門的心理的援助への態度尺度） 

 

表2  GHQ4点以上の群における「相談経験」有無の割合（長期効果・群毎） 
 

 

 

 

 

Fisherの正確

確率検定

有 割合（%） 無 割合（%）  (両側)

2年2学期

対照群 10
(100)

4
(40.0)

6
(60.0)

0.003

12ヵ月後：調査③

介入群 31 (100) 28 (90.3) 3 (9.7)

3年2学期

対照群 14 (100) 10 (71.4) 4 (28.6) 0.044

24ヵ月後：調査④

介入群 36 (100) 34 (94.4) 2 (5.6)

3年3学期

対照群 11 (100) 9 (81.8) 2 (18.2) 0.614

27ヵ月後：調査⑤

介入群 36 (100) 32 (88.9) 4 (11.1)

相談経験

全体 割合（%）



表3  相談行動有無を従属変数としたロジスティック回帰分析 

 

β SE χ² 有意確率

介入（対照＝0,介入=1）
1.52 0.587 6.70 0.009 4.57 (1.45 - 14.46)

性別（男=1, 女=2）
1.82 0.562 10.52 0.001 6.19 (2.06 - 18.62)

介入（対照＝0,介入=1）
1.15 0.653 3.11 0.078 3.16 (0.88 - 11.37)

性別（男=1, 女=2）
-0.30 0.690 0.19 0.659 0.74 (0.19 - 2.85)

介入（対照＝0,介入=1）
-0.67 0.835 0.65 0.420 0.51 (0.10 - 2.62)

性別（男=1, 女=2）
0.92 0.657 1.98 0.160 2.52 (0.70 - 9.13)

オッズ比（９５％CI）

12ヶ月後

24ヶ月後

27ヶ月後

 

 

表4 各援助希求行動尺度を従属変数とした重回帰分析（各従属変数：短期効果の前後の得点差） 

β 標準誤差

標準化回帰

係数(β)

有意確率 β 標準誤差

標準化回帰

係数(β)

有意確率

介入有無（対照=0,介入=1） 3.73 1.09 0.29 0.001 3.01 0.73 0.35 0.000

性別（男性=1,女性=2） 1.16 1.05 0.09 0.274 -0.11 0.70 -0.01 0.874

地域(市街地=1,過疎地=2) -0.10 1.11 -0.01 0.931 0.51 0.74 0.06 0.489

重相関係数R

R2

調整済みR

2

専門相談機関への相談意向態度(前後差) ASPH(前後差)

0.32

0.10

0.08

0.34

0.11

0.09

 

 


